
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
東京都 国立市
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [105,297円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [5.43人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [5.2%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [52.3%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

国立市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
　市民の所得水準が高いこと等の理由により類似団体平均を上回る税収があることから、単年
度で1.072、3ヵ年平均で1.067となっている。しかし、東京都の他の区市との均衡等もあり、求めら
れるサービス水準は高く、財政力指数に反して財政は逼迫している。
　歳入の約6割を市税が占める国立市にとって、税制改正や景気動向による影響は少なくない。
このような状況下でも安定した収入を確保するために、組織改正で収納課を新設する等の徴収
体制強化を図り、滞納整理に注力した結果、滞納繰越分の徴収率は4.9％増の24.4％となった。
　
【経常収支比率】
　比率は99.3％と前年度より2.4ポイント悪化し、類似団体平均を大きく上回っている。また、減税
補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた経常収支比率では103.6％となり
100％を超えている。
　昨年度より数値が悪化した原因として、扶助費と繰出金の数値の伸びが挙げられる。扶助費
は、障害者自立支援給付費、生活保護費等の増によるもので、繰出金は、多額の公債費負担を
抱える下水道事業特別会計への繰出金の高止まりに加えて、後期高齢者医療制度の開始も
あったことから特別会計繰出金が大きな伸びを見せた。
　財政の硬直性は悪化しており、経常経費の一層の縮減と同時に、市内部で検討してまとめた
「健全化の方策（案）」で掲げた収支改善策を実施していく必要がある。

【将来負担比率】
　団塊世代の大量退職等により退職手当負担見込額が減少したこと、地方債の繰上償還により
地方債残高が減少したこと等から昨年度より16.2ポイント低い52.3％となった。
　算定の際に、地方債残高のうち基準財政需要額算入見込額が将来負担額から控除されてい
るが、国立市は普通交付税の不交付団体なので実際には交付税で補てんされることはない。こ
のように数値だけを見ると類似団体平均よりも低い水準にあるが、将来負担比率を算定する際
の各項目ごとに債務残高を適切に管理する必要がある。今後も後世への負担を少しでも軽減す
るよう、新規事業の実施等について精査し、財政の健全化を図っていく。

【実質公債費比率】
　平成18年度と平成19年度の間には算定方法の変更があり、都市計画税充当分を元利償還金
から控除できるようになったために指数が好転しているが、実態が変わったわけではない。単年
度で見ると、平成19年度は債務負担行為に基づいた土地開発公社保有土地の買い戻し費用が
指数を押し上げ6.8％となっていたが、平成20年度はそれがなくなったことから3.0％となり、3ヵ年
平均の指数は0.8ポイント改善し5.2％となった。
　中央線連続立体交差化事業も終盤を迎え、これに合わせた国立駅周辺のまちづくりが今後本
格化してくること、老朽化した公共施設の耐震化や建て替えなど、今後も多額の財政需要が予
測されている。適切に管理することを通じて、指数がこれ以上悪化しないようにしていく。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体平均より高く、東京都市町村平均より低い値となっている。個別に比較すると、人件
費と物件費で類似団体平均を上回っている。
　人件費の中では議員報酬と委員等報酬が、物件費の中では委託料と備品購入費が類似団体
の中で高い水準にある。特に委員等報酬と委託料については、定員管理計画に基づいて嘱託
職員化と委託化を行ってきた結果と考えられる。事業を常に見直す中で、経常経費の一層の縮
減が必要である。

【ラスパイレス指数】
　平成20年度のラスパイレス指数は103.1％となっており、類似団体平均や全国市平均よりも高
い水準となっている。硬直化した財政状況に鑑みても、着実に給与構造改革を進めていく必要が
ある。

【人口千人当たり職員数】
　毎年見直しを行ってきた定員管理計画に基づき、職員数を管理してきた結果、類似団体平均、
東京都市町村平均を下回る結果となった。行政需要の増減に対応した柔軟な定員管理計画に
より、今後も適正な水準を保っていく。


